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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無人の水中航走体（１）に光導波路ケーブル（３）を接続するための接続装置において
、接続ケーブル（８）と、該接続ケーブル（８）の各端部（９，１０）に設けられた、光
導波路ケーブル（３）および無人の水中航走体（１）に対する接続エレメント（１１，１
２）とが設けられており、
　接続ケーブル（８）の端部（９，１０）が、それぞれ接続コネクタ（１３，１４）を有
しており、接続エレメント（１１，１２）が、接続ケーブル（８）の端部（９，１０）に
対する張力緩和エレメント（１７，２２）を有しており、
　光導波路ケーブル（３）に対する前記接続エレメントが、フロート（１１）であり、該
フロート（１１）が、接続ケーブル（８）の一方の端部（９）を張力緩和エレメント（１
７）によって収容するようになっていて、光導波路ケーブル（３）を収容するための別の
張力緩和エレメント（１８）を有していることを特徴とする、無人の水中航走体に光導波
路ケーブルを接続するための接続装置。
【請求項２】
　水中航走体（１）に対する接続エレメント（１２）が、該接続エレメント（１２）を水
中航走体（１）の機尾室（２１）に配置するための、ケーブルガイド（２０）を有するボ
ディを備えて形成されており、該ボディが、接続ケーブル（８）の、水中航走体（１）に
接続可能な端部（１０）に対する張力緩和エレメント（２２）を有している、請求項１記
載の接続装置。
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【請求項３】
　接続ケーブル（８）が、水中航走体（１）に対する接続エレメント（１２）に配置され
たフレキシブルな管（２３）を通してガイドされている、請求項２記載の接続装置。
【請求項４】
　接続エレメント（１１，１２）が、同じ構造の張力緩和エレメント（１７，１８，２２
）を有している、請求項１から３までのいずれか１項記載の接続装置。
【請求項５】
　接続ケーブル（８）が、巻付け支持体（２５）に巻き付けられている、請求項１から４
までのいずれか１項記載の接続装置。
【請求項６】
　無人の水中航走体（１）であって、該水中航走体（１）が、光導波路ケーブル（３）に
よって制御可能であり、該光導波路ケーブル（３）が、運搬プラットフォーム（２）から
延在可能である形式のものにおいて、光導波路ケーブル（３）が、水中航走体（１）に接
続装置（４）を介して接続されており、該接続装置（４）が、接続ケーブル（８）と、そ
れぞれ第１の光導波路ケーブル（３）および水中航走体（１）に対する接続エレメント（
１１，１２）とを有しており、
　接続ケーブル（８）の端部（９，１０）が、それぞれ接続コネクタ（１３，１４）を有
しており、接続エレメント（１１，１２）が、接続ケーブル（８）の端部（９，１０）に
対する張力緩和エレメント（１７，２２）を有しており、
　光導波路ケーブル（３）に対する前記接続エレメントが、フロート（１１）であり、該
フロート（１１）が、接続ケーブル（８）の一方の端部（９）を張力緩和エレメント（１
７）によって収容するようになっていて、光導波路ケーブル（３）を収容するための別の
張力緩和エレメント（１８）を有していることを特徴とする、無人の水中航走体。
【請求項７】
　接続装置（４）が、水中航走体（１）から分離可能に形成されている、請求項６記載の
水中航走体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無人の水中航走体に光導波路ケーブルを接続するための接続装置に関する。
【０００２】
　さらに、本発明は、無人の水中航走体であって、該水中航走体が、光導波路ケーブルに
よって制御可能であり、該光導波路ケーブルが、運搬プラットフォームから延在可能であ
る形式のものに関する。
【背景技術】
【０００３】
　無人の水中航走体（ＵＵＶ；Ｕｎｍａｎｎｅｄ　Ｕｎｄｅｒｗａｔｅｒ　Ｖｅｈｉｃｌ
ｅ）は、水中での数多くの任務、いわゆる「ミッション」のために使用され、たとえば民
間の範囲では、海底の探査および調査、海底に設けられたケーブルおよび導管の監督なら
びに失われていった機器の回収のために使用される。軍事の範囲では、無人の水中航走体
は、特に機雷偵察および機雷破壊のために使用されるが、有人のミッションに対して高い
危険をはらんでいる事例にも使用される。
【０００４】
　遠隔制御式の水中航走体もしくは、いわゆる「遠隔操作無人探査機（ＲＯＶ）」として
、水中航走体は接続ケーブルによって遠隔操舵される。この接続ケーブルは水中航走体に
運搬プラットフォーム、たとえば水上船舶から延在している。遠隔操舵ケーブルは、通常
、高性能の光導波路ケーブルである。機雷掃討の分野では、光導波路ケーブルを介して遠
隔操舵される水中航走体が２つのバリエーションで使用される。第１のバリエーションの
水中航走体は、たとえばソナーによって発見された物体、たとえば機雷のより詳細な認識
のために使用され、次いで、運搬プラットフォームに引き上げられる。機雷掃海のために
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は、第２のバリエーションの水中航走体が使用される。この水中航走体は付加的に装薬を
支持していて、前もって認識された目標物の発見後、この目標物の破壊と同時に自体破壊
される。このような形式の無人機雷掃討機、すなわち、機雷駆除のために使用される無人
の水中航走体では、所望の掃海成果に対して水中航走体の喪失が甘受される。
【０００５】
　しかし、このような形式の無人機雷掃討機では、機雷掃海の失敗も水中航走体の喪失に
繋がる。なぜならば、この水中航走体が安全性の理由からもはや甲板に引き上げられず、
連行された装薬が起爆されるからである。上述した第１のバリエーションの水中航走体も
機雷掃討ミッション時に、つまり、水中航走体によって、発見された機雷のトリガ機構が
作動させられる場合に失われていくことがある。
【０００６】
　公知先行技術によれば、水中航走体を制御するために、光導波路浮動ケーブルが使用さ
れる。このケーブルは、水中航走体を引き上げるために必要となる引張り強さを有してい
る。ケーブルの沈下を回避するために、浮動ケーブルの僅かな重量が所望されている。
【０００７】
　機雷掃海ミッションには、一般的に高いコストがかかる。なぜならば、水中航走体の喪
失と同時に光導波路ケーブルが破壊され、交換されなければならないからである。場合に
より、ケーブルの大部分がウインチから取り外され、新たな光導波路ケーブルが取り付け
られ、巻き上げられなければならない。このことは、ケーブルに対する入手コストに加え
て、高い作業手間に結び付けられている。
【０００８】
　米国特許出願公開第２００８／００８７１８６号明細書には、測位（位置確認）された
機雷を破壊するための方法が開示されている。機雷を爆破するために、一次航走体として
の無人の水中航走体が、装薬を備えた二次航走体としての遠隔制御式の無人の水中航走体
と協働する。ワンウェイ航走体を使用する方法に比べて掃海コストを削減するためには、
一次航走体および二次航走体が、自律的に作業するタンデムとして使用される。このタン
デムでは、二次航走体が一次航走体によって遠隔制御される。二次航走体はワンウェイ航
走体として構想されていて、機雷破壊のための装薬と、これに付属の起爆装置とを備えて
いる。駆動エネルギは二次航走体に一次航走体のエネルギ源から接続ケーブルを介して供
給される。さらに、この接続ケーブルは、操舵信号を二次航走体の操舵装置に伝送しかつ
起爆装置を作動させるトリガ信号を伝送するために働く。タンデムは自律型のタンデム、
すなわち、プラットフォームから独立したタンデムとして、予め測位された機雷に自主的
に走行する。そこで、一次航走体が二次航走体を遠隔制御によって機雷に直接接近させ、
相応の起爆信号によって装薬の起爆装置を作動させる。
【０００９】
　プラットフォームからの接続ケーブルを介した破壊可能な無人機雷掃討機の直接的な制
御に類似して、一次航走体および二次航走体の公知の使用時にも、二次航走体の喪失と同
時に接続ケーブルが破壊される。したがって、機雷掃海ミッション後、相応のコストをか
けて、水中航走体および接続ケーブルが交換されなければならない。
【００１０】
　ドイツ民主共和国特許出願公開第３０１２１５号明細書に基づき、機雷を破壊するため
の方法および機器システムが公知である。この機器システムは、自律型のエネルギ供給部
を備えた、機雷破壊装薬を運搬するための無人の水中航走体を有している。この水中航走
体を船舶の甲板から制御するための制御ケーブルは、同時に起爆ケーブルとして使用され
る。組み合わされた制御・起爆ケーブルは、機雷破壊装薬の起爆装置に電気めっきにより
接続されているかまたは非接触式に、特に誘導式に接続されている。機雷の正確な認識時
に機雷破壊装薬を機雷に載置しかつ水中航走体を装薬の起爆前に運搬プラットフォームに
引き戻すためには、接続ケーブルが２つの部分長さに作業半径に相応して分割されている
。第１の部分長さは別個のケーブル巻枠に収納されていて、機雷破壊装薬と共に投げ出さ
れる。引戻しは、水中航走体に設けられた第２のケーブル巻枠に収納された第２の部分長
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さを介したケーブル制御によって行われる。
【００１１】
　公知の装置の組み合わされた制御・起爆ケーブルの第１および第２の部分長さは、接続
エレメント（たとえばコネクタ）によって接続されている。接続ケーブルを介した爆破の
誘起後、公知の装置では、組み合わされた制御・起爆ケーブルの第１の部分長さが、載置
された機雷破壊装薬と共に失われていく。しかし、爆破時には、接続ケーブルの第２の部
分長さも機雷破壊装薬に接続されていて、破壊されるかもしくは少なくとも接続ケーブル
がコストの理由から交換されなければならないほどに損傷される。
【００１２】
　ドイツ民主共和国特許出願公開第３００５２６号明細書には、ケーブル遠隔操舵可能な
水中機器支持体、特に機雷掃討具が開示されている。この水中機器支持体は制御ケーブル
を連行する。この制御ケーブルは、水中機器支持体に配置されたケーブル巻枠から繰り出
され、海底に載置される。公知の装置では、水中機器支持体の位置決め時にかつケーブル
引出し力の不足に基づく回転操作時に、突出した胴体部分、たとえばラダーおよびフィン
や、特に駆動プロペラによる、水中機器支持体の胴体において直接進出した制御ケーブル
の損傷が異常に高い。制御ケーブルに対する損傷の危険を減少させると共に制御ケーブル
の自由部分を、突出した胴体部分および駆動プロペラの危険範囲外に保持するために、公
知の装置では、制御ケーブルが、相応の撓み剛性を備えた、水中機器支持体の制御ケーブ
ル進出開口に配置されたフレキシブルな防護チューブの内部にガイドされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】米国特許出願公開第２００８／００８７１８６号明細書
【特許文献２】ドイツ民主共和国特許出願公開第３０１２１５号明細書
【特許文献３】ドイツ民主共和国特許出願公開第３００５２６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　したがって、本発明の課題は、無人の水中航走体に光導波路ケーブルを接続するための
装置ならびに無人の水中航走体を改良して、水中航走体のミッションのコストが削減され
るようにすることである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　この課題を解決するために本発明に係る接続装置では、接続ケーブルと、該接続ケーブ
ルの各端部に設けられた、光導波路ケーブルおよび無人の水中航走体に対する接続エレメ
ントとが設けられているようにした。
【００１６】
　本発明に係る接続装置の有利な態様によれば、接続ケーブルの端部が、それぞれ接続コ
ネクタを有しており、接続エレメントが、接続ケーブルの端部に対する張力緩和エレメン
トを有している。
【００１７】
　本発明に係る接続装置の有利な態様によれば、光導波路ケーブルに対する前記接続エレ
メントが、フロートであり、該フロートが、接続ケーブルの一方の端部を張力緩和エレメ
ントによって収容するようになっていて、光導波路ケーブルを収容するための別の張力緩
和エレメントを有している。
【００１８】
　本発明に係る接続装置の有利な態様によれば、水中航走体に対する接続エレメントが、
該接続エレメントを水中航走体の機尾室に配置するための、ケーブルガイドを有するボデ
ィを備えて形成されており、該ボディが、接続ケーブルの、水中航走体に接続可能な端部
に対する張力緩和エレメントを有している。
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【００１９】
　本発明に係る接続装置の有利な態様によれば、接続ケーブルが、水中航走体に対する接
続エレメントに配置されたフレキシブルな管を通してガイドされている。
【００２０】
　本発明に係る接続装置の有利な態様によれば、接続エレメントが、同じ構造の張力緩和
エレメントを有している。
【００２１】
　本発明に係る接続装置の有利な態様によれば、接続ケーブルが、巻付け支持体に巻き付
けられている。
【００２２】
　さらに、前述した課題を解決するために本発明に係る水中航走体では、光導波路ケーブ
ルが、水中航走体に接続装置を介して接続されており、該接続装置が、接続ケーブルと、
それぞれ第１の光導波路ケーブルおよび水中航走体に対する接続エレメントとを有してい
るようにした。
【００２３】
　本発明に係る水中航走体の有利な態様によれば、接続装置が、水中航走体から分離可能
に形成されている。
【００２４】
　本発明に係る水中航走体の有利な態様によれば、接続ケーブルが、巻付け支持体に巻き
付けられており、該巻付け支持体が、運搬プラットフォームに対応配置されたアダプタに
装着可能である。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、光導波路ケーブルが水中航走体に接続装置を介して接続されている。
この接続装置は、接続ケーブルと、この接続ケーブルの端部に設けられた、一方で光導波
路ケーブルおよび他方で水中航走体に対する接続エレメントとを有している。これによっ
て、爆破による水中航走体の喪失時に、この水中航走体を制御するための一般的に極めて
長い光導波路ケーブルが破壊されることが回避される。ワンウェイ構成部材として廉価に
予め製造することができる接続装置しか失われていかない。
【００２６】
　接続ケーブルは、有利には第２の光導波路ケーブルである。この第２の光導波路ケーブ
ルの喪失は甘受されるので、この第２の光導波路ケーブルは、有利には、爆破時に、運搬
プラットフォームに接続された光導波路浮動ケーブルの損傷を確実に回避するために十分
である僅かな長さで提供される。水中航走体の運搬プラットフォームは、たとえば船舶の
甲板に定置にまたは可動に取り付けられていてよい。
【００２７】
　運搬プラットフォームの、接続ケーブルに比べて極めて長い光導波路ケーブルは、後続
のミッションのために使用することができ、この場合、新たな接続装置を備え、これによ
って、所定のミッションのコスト、特に上述した第２のバリエーションの無人機雷掃討機
による機雷掃海のコストが削減される。
【００２８】
　ワンウェイ構成部材は、より大きな個数で運搬プラットフォームにストックすることが
できる。また、この運搬プラットフォームに対する可能なミッションの回数を増加させる
こともできる。なぜならば、長い光導波路ケーブルを再使用することができ、この長い光
導波路ケーブルに対するスペアの代わりに、多数の接続ケーブルを蓄えることができるか
らである。
【００２９】
　また、接続装置を簡単に取り扱うこともできる。なぜならば、１つには、運搬プラット
フォームの長い光導波路ケーブルへの接続のために、もう１つには、水中航走体への接続
のために、僅かな操作しか必要とならないからである。
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【００３０】
　接続装置の簡単な取扱いによって、所定のミッションの準備時の過失の可能性も減少さ
せられる。
【００３１】
　接続装置に適合される光導波路ケーブルは、有利には浮動ケーブルである。浮動ケーブ
ルは、水中航走体の接続線路が海底における障害物に引っ掛かることを阻止している。こ
の有利な特性によって、接続ケーブルが浮動ケーブルとして形成されていてもよい。
【００３２】
　特別な態様では、接続ケーブルの端部が、それぞれ接続コネクタを有している。接続ケ
ーブルの接続エレメントは、ケーブル端部に対する張力緩和エレメントを有しており、こ
れによって、１つには、運搬プラットフォームと水中航走体との間に安定した頑丈な光導
波路接続部が提供され、したがって、故障確率が低減される。もう１つには、端部に設け
られた張力緩和エレメントによって、ケーブルと水中航走体との確実な引戻しが保証され
ている。リセット可能な起爆装置、たとえばＥＦＩ起爆装置（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　Ｆ
ｕｓｅ　Ｉｇｎｉｔｏｒ）の使用時には、張力緩和された接続によって、水中航走体の引
戻しを簡単にすることができる。無人機雷掃討機の喪失に結び付けられている機雷掃海ミ
ッションにおいて、欠陥事例、たとえば起爆不発時には、水中航走体を、光導波路ケーブ
ルと接続ケーブルとによって提供された接続部によって迅速に発見することができ、除去
することができる。
【００３３】
　さらに、廉価な接続装置は、既存の光導波路ケーブルシステムに対する完全な適合性の
利点を有している。
【００３４】
　接続装置の規定の特性によって、環境条件に相応して使用を高い信頼性で推奨すること
が可能となる。この場合、目標物に対する距離と、水中航走体に対する向流との、状況に
関連した考慮すべきパラメータにおいて、線形の関係が存在していることが判った。目標
距離と向流とによって線形に制限された、浮動ケーブルと接続ケーブルとに対する使用範
囲が超越される場合には、光導波路ケーブルを繰り出すための２つの巻枠の使用下でのミ
ッションが推奨されなければならない。このバリエーションでは、運搬プラットフォーム
にも、水中航走体にも、接続ケーブルを繰り出すための１つの巻枠が設けられており、こ
れによって、張力緩和された接続ひいては安定した接続が提供される。状況に関連したパ
ラメータ、つまり、目標距離と向流との線形の関係に基づき、目標距離が数百メートル未
満ならびに向流が数ノット未満において、光導波路ケーブルと接続装置とによる水中航走
体の本発明における制御の適正が高い信頼性を備えていると見なすことができる。
【００３５】
　有利には、光導波路ケーブルに対する接続エレメントがフロートを有している。このフ
ロートは張力緩和エレメントによって接続ケーブルの一区分を収容していて、光導波路ケ
ーブルを収容するための別の張力緩和エレメントを有している。これによって、光導波路
ケーブルと接続ケーブルとの間の差込み接続部が張力ひいては望ましくない分離に対して
防護される。なぜならば、張力が固形のフロートを介して、接続された両ケーブルの間で
伝達されるからである。
【００３６】
　水中航走体に対する接続ケーブルの接続エレメントは、有利には、水中航走体の機尾室
に配置するための、ケーブルに対して半径方向に伸ばされたボディを備えて形成されてい
る。このボディは、接続ケーブルの、水中航走体に接続可能な端部に対する張力緩和エレ
メントを有している。ボディは接続ケーブルに対するケーブルガイドを有している。この
ケーブルガイドを通して、ケーブル端部が水中航走体への接続のためにガイドされている
。
【００３７】
　ケーブルガイドは、有利には、接続エレメントにおけるケーブル通路の漏斗状の構造に
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よって形成されている。漏斗の壁は丸み付けられて形成されており、これによって、光導
波路ケーブルが屈曲による損傷に対して効果的に防護され、さらに、光導波路ケーブル内
で光学的な反射が行われる範囲内での光導波路の可能な曲げが保たれる。接続エレメント
のこの構成によって、水中航走体の、張力緩和された故障しにくい適合が僅かな操作で可
能となる。
【００３８】
　接続装置は、有利には水中航走体から分離可能に形成されており、これによって、本発
明に係る接続装置が、再使用可能な航走体によるミッションのために適している。たとえ
ば、船の残骸のような水中障害物でのケーブルの引掛りによって、航走体の引戻しが不可
能となることがあり、これによって、ケーブル接続部の、相応に制御された分離により、
水中航走体を引き戻すことができる。
【００３９】
　この分離は、たとえば接続ケーブルをはね飛ばすための小型爆破装置または接続ケーブ
ルを分離するための遠隔制御可能な切断装置によって行うことができる。このような形式
の分離装置は、接続ケーブルの一方の端部または両方の端部または両端部の間に設けられ
ていてよい。
【００４０】
　また、水中航走体からの接続装置のコントロールされた解離によって、水中航走体の、
部分的にケーブルガイドされた部分的に自律的なミッションも可能となる。たとえば、あ
る程度の深さにまでケーブルガイドし、次いで、ケーブル分離によって、より深い場所で
作業することもできる。水中航走体からの接続装置のコントロールされた解離によって、
たとえば規則的に自律的に実施されなければならないパイプライン作業が可能となる。
【００４１】
　ケーブル分離は、特別な態様では、接続装置のフロートにおいて行われ、これによって
、浮動ケーブルを引き上げることができる。浮動ケーブルと接続装置とは、接続ケーブル
と接続エレメントとが浮動ケーブルよりも少ない引張り強さを備えて形成される場合にコ
ントロールして分離することができる。この場合、張力の意図的な形成、たとえば浮動ケ
ーブルのウインチの操作によって、接続装置の切離しを行うことができる。このためには
、張力緩和エレメントが接続ケーブルの接続エレメントに配置されてもよいし、調整され
てもよく、これによって、異なる引張り強さにより、ケーブルの意図的な解離が可能とな
る。
【００４２】
　本発明に係る接続装置の製作のコストは、全ての接続エレメントが、同じ構造の張力緩
和エレメントを有している場合に一層減少させられている。これらの張力緩和エレメント
は、それぞれ対応するケーブルの横断面に適合されている。接続ケーブルの横断面を浮動
ケーブルの横断面に合致させ、これによって、同じ横断面および同じ構造の張力緩和エレ
メントを備えたケーブルを使用することができると有利である。
【００４３】
　水中航走体の駆動装置による接続ケーブルの損傷もしくは駆動装置への接続ケーブルの
巻付けを回避するためには、水中航走体に対する接続エレメントにフレキシブルな管が配
置されている。この管を通して、接続ケーブルがガイドされている。したがって、フレキ
シブルな管は、組付け位置で水中航走体から離れる方向に向けられていて、航走体駆動装
置の領域での接続ケーブルの過剰な屈曲を阻止している。フレキシブルな管は、有利には
、ケーブルガイドを有するボディに配置されている。
【００４４】
　特に有利には、接続ケーブルが巻付け支持体に巻き上げられている。この巻付け支持体
は、運搬プラットフォームに設けられたアダプタに装着可能である。したがって、ワンウ
ェイ構成部材を整然と蓄えることができ、必要に応じて迅速に使用することができる。さ
らに、ケーブルリールは、水中航走体の始動段階の間の接続ケーブルの確実な繰出しを保
証している。
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【００４５】
　ケーブルリールを備えたワンウェイ構成部材は、容易にかつ迅速に取り扱うこともでき
る。ミッションの準備時には、使用者がフロートを光導波路ケーブルに接続し、接続ケー
ブルを水中航走体に接続し、接続ケーブルのケーブルリールを、たとえば船舶の手摺りに
取り付けられていてよいアダプタに装着しさえすればよい。水中航走体が卸下され、始動
された後、まず、接続ケーブルが、たとえば数十メートルの長さで繰り出される。接続ケ
ーブルが水中に到達した後、フロートが接続ケーブルと浮動ケーブルとの間の力伝達接続
部として浮動ケーブルを水中に引き込み、水中航走体が浮動ケーブルをケーブルウインチ
から繰り出し始める。
【００４６】
　別の有利な態様は、従属請求項ならびに図面につき詳しく説明する本発明の実施の形態
から明らかとなる。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】光導波路ケーブルと本発明に係る接続装置とによって互いに接続された船舶と無
人の水中航走体との概略図である。
【図２】無人の水中航走体に光導波路ケーブルを接続するための装置の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００４８】
　以下に、本発明を実施するための形態を図面につき詳しく説明する。
【００４９】
　図１には、無人の水中航走体１が概略的に示してある。この水中航走体１はケーブル接
続部を介して運搬プラットフォーム２から制御される。この運搬プラットフォーム２は、
この実施の形態では、水上船舶である。択一的には、運搬プラットフォーム２は、水中航
走体、たとえば潜水艦であるか、浮動プラットフォーム、たとえばテンダのような駆動装
置なしの航走体であるか、輸送可能なコンテナであるか、あらゆる形態の可動式のプラッ
トフォームであるかまたは、たとえば陸の沿岸領域にまたは海底に固定されたあらゆる形
態の固定式のプラットフォームであり、これによって、たとえば、機雷が敷設された水路
、特に海峡から機雷を取り除くことができる。水中航走体１は無人機雷掃討機である。こ
の無人機雷掃討機は、機雷掃海ミッションのために、装薬または機雷認識のための種々の
センサを備えていてよい。
【００５０】
　水中航走体１を制御するためのケーブル接続部は光導波路浮動ケーブル３を有している
。この光導波路浮動ケーブル３は、図２に別個に示した接続装置４によって水中航走体１
に接続されている。光導波路浮動ケーブル３は、船舶２の甲板に設けられたケーブルウイ
ンチ５から延在している。この実施の形態においてケーブルウインチ５に対応配置された
張力緩和部材６は、浮動ケーブル３を運搬プラットフォーム２の制御ユニット７に張力緩
和状態で接続するために働く。
【００５１】
　接続装置４は接続ケーブル８としての光導波路ケーブルを有している。この光導波路ケ
ーブルの端部９，１０には、接続エレメントが配置されている。つまり、端部９には、フ
ロート１１が配置されており、他方の端部１０には、水中航走体１に接続するための接続
エレメント１２が配置されている。
【００５２】
　接続ケーブルの両端部９，１０には、それぞれ１つのコネクタ１３，１４が配置されて
いる。水中航走体１を卸下（しゃが）する前には、フロート１１に対応配置されたコネク
タ１３が浮動ケーブル３の相応の差込みエレメント１５に接続される。接続ケーブル８の
他方の端部１０に設けられたコネクタ１４は、水中航走体１の相応のコンタクト１６に接
続される。
【００５３】
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　フロート１１は固形の物体である。この固形の物体は接続ケーブル８の端部９を張力緩
和エレメント１７によって収容している。フロート１１は、浮動ケーブル３を収容するた
めの別の張力緩和エレメント１８を有している。両張力緩和エレメント１７，１８はフロ
ート１１に固定されており、これによって、接続された両ケーブル３，８の間の張力が固
形のフロート１１によって伝達される。このフロート１１は細長い物体として形成されて
いる。この細長い物体の端部には、それぞれ張力緩和部材１７，１８が固定されており、
これによって、ケーブル端部を両張力緩和エレメント１７，１８の間のスペースで容易に
差し合わせることができ、張力緩和された差込み接続部が形成される。こうして、前進す
る無人機雷掃討機１がフロート１１における差込み接続部を分離することが回避されてい
るかまたは浮動ケーブル３の引上げ時に接続ケーブルの望ましくない分離が生じることが
回避されている。
【００５４】
　接続ケーブル８と浮動ケーブル３との間の差込み接続部と、両ケーブル８，３に対応す
る張力緩和エレメント１７，１８とは、フロート１１の内部に収容されている。このフロ
ート１１は流れに関して有利に成形されていて、図示の実施の形態では、その内部に、水
中航走体１の潜水深さに関して耐圧性の、浮揚体として作用する発泡体を有している。接
続ケーブル８の端部９は、フロート１１に成形された屈曲防止部材１９を介してフロート
１１の内部にガイドされており、これによって、接続ケーブル８の屈曲が回避されている
。
【００５５】
　水中航走体１に対する接続エレメント１２は、水中航走体１の機尾室２１に配置するた
めの部分的に半径方向に形成されたボディを備えて形成されている。このボディは接続ケ
ーブル８に対するケーブルガイド２０を有している。このケーブルガイド２０を通して、
接続ケーブル８の端部１０が規定されて機尾室２１内にガイドされている。ケーブルガイ
ド２０は急角度の屈曲による光導波路部材の損傷を阻止している。さらに、ケーブルガイ
ド２０はその端部の一方または両方に成形されており、これによって、光導波路部材に対
して維持したい最小の曲げ半径が実際に維持されるようになっている。このためには、（
各）端部が、有利には凸状に湾曲させられた漏斗状の区分を有している。
【００５６】
　接続エレメント１２はケーブルガイド２０の領域に張力緩和エレメント２２を有してい
る。この張力緩和エレメント２２はミッションの間に接続ケーブル８の端部１０を張力緩
和していて、望ましくない解離に対して防護している。ケーブルガイド２０を備えて形成
されたボディの、張力緩和エレメント２２と反対の側には、フレキシブルな管２３が配置
されている。この管２３を通して、接続ケーブル８が延びている。有利にはシリコーンか
ら成るフレキシブルな管２３は接続ケーブル８を接続エレメント１２の領域での過剰な屈
曲に対して防護していて、接続ケーブル８を、特に水中航走体１の機尾領域に位置する駆
動装置から遠ざけている。
【００５７】
　図示していない実施の形態では、フレキシブルな管の代わりに、接続ケーブル８が、こ
の接続ケーブルの全長にわたって延びる保護シースを備えていてよい。
【００５８】
　図２に別個に示した接続装置４は、廉価に製作可能なワンウェイ構成部材、つまり、再
使用することができない構成部材である。このワンウェイ構成部材は、接続ケーブル８と
、フロート１１と、無人機雷掃討機１に対する接続エレメント１２とを有している。この
構成部材には、ケーブルリール２４が含まれている。このケーブルリール２４は、接続ケ
ーブル８が巻き付けられた巻付け支持体２５を備えている。この巻付け支持体２５は、こ
の実施の形態では、円錐形の巻枠である。この巻枠から、接続ケーブル８をミッションの
開始時に容易に繰り出すことができる。無人機雷掃討機１のミッションの準備時には、巻
付け支持体２５が単純な作業ステップで運搬プラットフォーム２（図１参照）のアダプタ
２６に差し被せられている。このアダプタ２６は、図示の実施の形態では、水上船舶の手
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摺り２７に固定されているが、船舶の異なる箇所に配置されていてもよい。
【００５９】
　接続装置４は、ワンウェイ構成部材として機雷掃討ミッション時に水中航走体１の破壊
に基づき失われる。しかし、爆轟による運搬プラットフォーム２の長い光導波路ケーブル
３の損傷は回避される。この長い浮動ケーブル３は、接続ケーブル８の長さに相応して、
水中航走体１に対して安全な距離を置いて位置していて、したがって、再使用することが
できる。接続ケーブル８は、爆破時に浮動ケーブル３を損傷に対して防護するために、十
分に長く形成されている。
【００６０】
　さらに、接続装置４の廉価な製作および容易な取扱い可能性は、この接続装置４のフロ
ート１１と接続エレメント１２とに設けられた張力緩和部材１７，１８，２２が全て同じ
構造で形成されていることによって促進される。
【００６１】
　接続装置４はミッションの準備前に簡単に取り扱うことができ、これによって、過失の
もとが減少させられる。使用者は、浮動ケーブル３をフロート１１に組み付けるかもしく
はフロート１１に設けられた張力緩和エレメント１８に組み付け、次いで、水中航走体１
をフレキシブルな管２３と、接続エレメント１２の、ケーブルガイド２０を備えたボディ
とを介して適合させさえすればよい。水中航走体１が卸下され、始動された後、まず、こ
の水中航走体１が接続ケーブル８の長さをケーブルリール２４から繰り出し、次いで、フ
ロート１１を介して本来の浮動ケーブル３を水中に引き込む。次いで、水中航走体１が光
導波路浮動ケーブル３を運搬プラットフォーム２のケーブルウインチ５から繰り出す。フ
ロート１１に設けられた張力緩和部材１７，１８は、グラスファイバ差込み接続部の損傷
なしに接続ケーブル８と浮動ケーブル３との間の張力の伝達のために働く。
【００６２】
　接続エレメント１２には、光導波路通路２８が形成されている。この光導波路通路２８
の、ケーブル端部１０に向けられた端区分は、ケーブルガイド２０の一部である。光導波
路通路２８の端区分は、凸状に丸められた輪郭を備えて漏斗状に形成されている。丸み半
径は、光導波路ケーブルの望ましくない屈曲ひいては接続ケーブル８の損傷を回避する。
したがって、接続エレメント１２の半径方向のボディと、このボディに形成されたケーブ
ルガイド２０とは、一緒にほぼｓ字形の輪郭を形成している。
【００６３】
　図面の説明、特許請求の範囲および明細書冒頭に記載した全ての特徴は個々に使用可能
でもあり、任意に互いに組み合わせて使用可能でもある。したがって、本発明は、説明し
たかもしくは請求した特徴の組合せに限定されるものではない。それどころか、あらゆる
特徴の組合せが開示されているものと見なすことができる。
【符号の説明】
【００６４】
　１　水中航走体
　２　運搬プラットフォーム
　３　光導波路浮動ケーブル
　４　接続装置
　５　ケーブルウインチ
　６　張力緩和部材
　７　制御ユニット
　８　接続ケーブル
　９　端部
　１０　端部
　１１　フロート
　１２　接続エレメント
　１３　コネクタ
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　１４　コネクタ
　１５　差込みエレメント
　１６　コンタクト
　１７　張力緩和エレメント
　１８　張力緩和エレメント
　１９　屈曲防止部材
　２０　ケーブルガイド
　２１　機尾室
　２２　張力緩和エレメント
　２３　管
　２４　ケーブルリール
　２５　巻付け支持体
　２６　アダプタ
　２７　手摺り
　２８　光導波路通路

【図１】 【図２】
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